
【担当省庁】厚生労働省 
奈良県における取組 

奈良県立大学 奈良子大学 

１．被保険者等の負担軽減 
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 介護保険制度の次期改定に向けて 

○介護保険料（第１号）の増額傾向 

    介護保険料は毎期、増額傾向にあり、第６期の 
  保険料は第１期の保険料（２，８５９円）と比較し 
  ２．２倍増となり、被保険者の負担感は増している。 

①介護報酬請求等の事務の複雑化による諸問題 
   介護報酬のサービスコード表は増加し、事業所等において事務が複雑にな  
  り直接的なサービス以外の業務が増加することなどの諸問題が発生。 

②介護報酬改定の周知期間が短かったことによる混乱 
     平成２７年度の介護報酬改定については、平成27年3月27日に関係通知が   
   発出されたが、加算の算定については、各事業者において十分に検討・理解    
   及び利用者に対して説明し同意を得るための期間が必要であるにもかかわら  
  ず、その時間が確保できなかった。 

２．介護報酬体系の簡略化と制度改正の十分な準備期間の確保 

３．事業者等の長期的経営計画等に留意した 「介護事業経営実態調査」 
  結果の活用について 

【現状と課題】 

  「介護事業経営実態調査」結果の取扱いに対する現場の不安感 
     介護報酬改定に勘案される「介護事業経営実態調査」結果の取扱いに   

    ついて現場では以下のような不安の声がある。 
          ・収支差額のみに着目され、施設更新等の長期的な経営計画に基づく 
       内部留保はマイナス評価されているのではないか。 
         ・支出のうち職員処遇改善の取組実績（人件費増）やサービス向上の 
       取組実績（直接介護支出費増）は評価されているのか。   



国にお願いすること 

【県担当部局】 健康福祉部長寿社会課 

提案 

２．介護報酬体系の簡略化と制度改正の十分な準備期間の確保 

 ①介護報酬制度は、加算減算の仕組みなどが複雑化しており、利用者の理解、  
   事業所等の負担軽減のため、報酬体系の簡略化をされたい。 
 ②十分な準備期間の確保のため制度改正情報は遅くとも３月初旬までに お願 
   いしたい。 

３．事業者等の長期的経営計画等に留意した 「介護事業経営実態調査」 
  結果の活用について 

    介護報酬改定に勘案される「介護事業経営実態調査」結果の取扱いについ

ては、施設更新等の長期的な経営計画に基づく内部留保、並びに介護人材の
処遇改善及びサービス向上の取組実績等に留意していただくことをお願いした
い。 

１．被保険者等の負担軽減 

  被保険者等の負担軽減が図られるよう、調整交付金の配分方法の見直し等 
国負担のあり方の見直しなど必要な制度の改善をされたい。 

提案 

【取組】 

１．被保険者等の負担軽減 
 介護保険料（第１号）上昇の抑制 

  ・介護費の地域差分析を行い、市町村長サミットにおいて、知事と県内首長に  
   よる意見交換を実施。   
  ・給付の適正化への取組、保険料の高い市町村への個別指導等による介護   
   保険制度の運用改善。 

①事業所説明会等による事業者指導 
      県における適切な指導体制を整えるとともに、市町村及び事業所等に対し  

    て説明会等を適宜開催。 

②速やかな情報提供   

      市町村及び事業所等に対して説明会を開催するとともに、サービス毎に区  
    分したわかりやすいＨＰを作成・公表等により速やかな情報提供を実施。 

２．介護報酬体系の簡略化と制度改正の十分な準備期間の確保 


